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3.2 WTP 代表値の推定モデル 
  4. 実証分析 
4.1 アンケート調査結果の概要 




  補論 CVM の手順と留意点 
































































































































































































































には 273 に過ぎなかった博物館数は 2011 年には 1,262 に増加し、そのうち約 750 が国（独
立行政法人）や自治体の設置である2。その間、芸術・文化関連予算も増加し 1968 年には
50 億円だった文化庁予算は 2003 年度には 1,000 億円を突破し3、地方公共団体の文化関係
経費も 1993 年度には 9,550 億円に達した4。また最近では、地域活性化やまちづくり、経
済や産業への貢献といった視点から、芸術・文化政策が注目されている5。 
だが近年、博物館等の建設が一段落したことに加えて、財政状況が厳しさを増したこと











                                                   
1 家計の教養・娯楽サービスに対する支出（年間・全世帯）は 1963 年の 1 万 3,668 円から 2012






3 文化庁（2012）「文化芸術関連データ集（平成 23 年版）」より。 
4 文化庁（2015）「地方における文化行政の状況について（平成 25 年度）」より。 
5 木村（2001）、村山（2001）は博物館による「地域の活性化」を紹介し、Bille and Schulze
（2011）は都市活性化に対する芸術・文化活動の役割を分析している。 
6 博物館法第 23 条「博物館は原則無料」と規定するが、公立博物館の約 8 割は入館料を徴収し
ており、政策スタンスが曖昧である。 
7 例えば、総工費 176 億円をかけて建設された海洋博物館「なにわの海の時空館」（大阪市）は






































































 有馬昌宏（2002）「文化経済学における実証研究の動向と課題」『文化経済学』、第 3 巻
第 1 号、pp.11-16。 
 Bille Trine and Günther G. Schulze（2011）"Cultural in Urban and Regional 
Development" in V.A. Ginsburgh,ed., Handbook of the Economics of Art and Culture, 








 Seaman A. Bruce（2011）"Empirical Studies of Demand for The Performing Arts" in 




 文化庁（2012）「文化芸術関連データ集（平成 23 年版）」。 
 文化庁（2015）「地方における文化行政の状況について（平成 25 年度）」、9 月。 
 総務省「家計調査年報」http://www.stat.go.jp/。 



































 本章の目的は、芸術・文化政策の 1 つであり、最終消費財型準公共財（以下、準公共財
とする）の特徴を持つ芸術・文化施設の便益を明確にし、体系化するとともに、便益の計




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































                                                   
9 ヘドニック・アプローチは自然環境や歴史的遺産など多くの分野で活用されてきた。ヘドニッ
ク・アプローチを用いた芸術・文化施設の研究としては、博物館、劇場等の文化アメニティが




を与えることを導いた Moro et al.（2011）、アメリカ・ウイスコンシン州のケノーシャ市等 4
都市の博物館が外部性を持つことを検証した Sheppard（2010）、博物館の新設あるいは拡張
が住宅の賃貸料を引き上げることを検証した Sheppard（2013）などがある。 
10 その他にも、トラベルコスト法を用いた研究としては、アメリカ・メリーランド州の Historic 
St. Mary’s City（歴史遺産地区）を対象に、訪問者 1 人当たり 8 ドルから 19.26 ドルの消費
者余剰があるとした Poor and Smith（2004）、文化体験やインフラ等について仮想の状態を
















































表 １－４ 各方法の長所と短所 
 
出所）国土交通省国土技術政策総合研究所（2004a）より筆者作成。 

















































































 Alberini Anna and Alberto Longo (2005) "The Value of Cultural Heritage Sites in 
Armenia: Evidence from a Travel Cost Method Study," Fondazione Eni Enrico Mattei 




持保全に関する調査研究 その３－」『日本建築学会学術講演梗概集』、第 2000 巻、
pp.1127-1128。 
 有馬昌宏（2002）「文化経済学における実証研究の動向と課題」『文化経済学』、第 3 巻、
第 1 号、pp.11-16。 
 有馬昌宏（2006）「消費実態から見た芸術・文化の需要構造－平成 11 年度全国消費実態
調査より－」『文化経済学』、第 5 巻、第 1 号、pp.49-60。 
 Bille Trine and Günther G. Schulze (2011) "Cultural in Urban and Regional 
Development" in V.A. Ginsburgh,ed., Handbook of the Economics of Art and Culture, 
North-Holland, pp.1071-1082. 
 Bordman E. Anthony, David H.Greenberg, Aidan R.Vining and David R.Weimer 
(2001) Cost-benefit Analysis: Concepts and Practice, Prentice-Hall.（岸本光永訳『費
用・便益分析－公共プロジェクトの評価手法の理論と実績－』、ピアソン・エデュケーシ
ョン、2004 年。） 
 Clark D. E. and Kahn J. R.（1988）"The social beneﬁts of urban cultural amenities," 
Journal of Regional Science, Vol.28, No.3, pp.363-377. 
 枝川明敬（2006）「地域文化活動の効果と今後の文化活動の在り方」『文化情報学』、第
15 巻、第 1 号、6 月、pp.1-10。 
 Halsey Micah （ 2005） "Economic Impact Analysis of Cultural Institutions: A 
Comparison of Mass MoCA and the Dia:Beacon Riggio Galleries," WILLIAMS 
COLLEGE, May. 
 林宜嗣（2004）「公共投資と地域経済」『フィナンシャル・レビュー』、第 74 号、pp.52-64。 
 肥田野登（1999）『環境と行政の経済評価：CVM「仮想市場法」マニュアル』、勁草書房。 
 池内惇（2003）「仮想評価法による公共図書館の経済評価」『日本図書館情報学会誌』、
第 49 巻、第 3 号、pp.89-107。 
 石井泰一・垣内恵美子（2009）「宝塚市における文化観光推進方策の検討－宝塚市立手






産富山県五箇山合掌造り集落の実例研究－」『文化経済学』、第 3 巻、第 2 号、pp.63-74。 
 片山泰輔（2004）「準公共財の供給システムについての研究～文化政策を中心として」『総







研究」『日本建築学会技術報告集』、第 15 巻、第 29 号、271-274 頁。 
 菊地信輝（2007）「トラベルコスト法を用いた公立図書館の便益計測とその検証－岩手






 国土交通省国土技術政策総合研究所（2004a）『外部経済評価の解説（案）第 1 編 外部
経済・不経済の評価手法の概説』。 




 国土交通省河川局河川環境課（2009）『河川に係る環境整備の経済評価の手引き 別冊』。 
 小竹祐人（2002）「地方公共財・サービスの範囲とその供給方法－自転車等駐車場を例
にして－」『会計検査研究』、第 25 巻、3 月、pp.65-75。 





 Maddison David and Terry Foster (2003) "Valuing congestion costs in the British 
Museum" Oxford Economic Papers, vol.55, pp.173-190. 
 Martin Fernand (1994) "Determining the Size of Museum Subsidies" Journal of 
Cultural Economics, vol.18, pp.255-270. 
 松井武（2005）「文化施設による経済波及効果の分析」『福岡県市町村研究所研究年報』、
第 4 号、3 月、pp.107-125。 
 Mazzanti Massimiliano (2001) "Discrete Choice Models and Valuation Experiments 






 Mitchell C. Robert and Richard T. Carson (1989) Using Surveys to Value Public 









 Moro Mirko et al.（2011）"Does the housing market reflect cultural heritage? A case 
study of Greater Dublin," Stirling Economics Discussion Paper, Vol.7, May. 






 Poor P. Joan and Jamie M. Smith (2004) "Travel Cost Analysis of a Cultural Heritage 
Site: The Case of Historic St. Mary’s City of Maryland," Journal of Cultural 
Economics, 28, pp.217-229. 
 佐藤淳司（2005）「経済均衡モデルによる公共事業評価－地域の変化を測る－」『運輸政
策研究』、第 8 巻、第 2 号、pp.72-73。 
 Seaman A. Bruce (2011) "Empirical Studies of Demand for The Performing Arts" in 




究」最終報告書』、第 1 章、3 月、pp.8-17。 
 政策研究大学院大学（2006b）「広島宮島の観光客調査に基づく観光消費による経済波及
効果分析及び CVM/TCM による評価分析」『平成 16・17 年度文化庁委嘱研究「文化芸
術振興による経済への影響に関する調査研究」最終報告書』、第 3 章、3 月、pp.70-106。 
 政策研究大学院大学（2006c）「飛騨高山伝統的建造物群における観光客調査に基づく観










 Sheppard Stephen（2010）"Measuring the impact of culture using hedonic analysis," 
C3D Publications. 
 Sheppard Stephen（2013）"Museums in the Neighborhood: the local economic impact 
of museums," Handbook of Economic Geography and Industry Studies, Ch.8. 
 Snowball D. Jeanette (2010) Measuring the Value of Culture -Methods and Examples 
in Cultural Economics-, Springer. 
 橘木俊詔・市岡修・中島栄一（1990）「応用一般均衡モデルと公共政策」『経済分析』、




分析－大原美術館を例に－」『日本都市計画学会論文集』、第 44 巻、第 3 号、pp.1-8。 
 Throsby David（2001）Economics and Culture, Cambridge University Press. 
 筒井隆志（2011）「文化・芸術の持つ可能性－直接的な効果と中長期的な効果－」『立法




学』、第 4 巻、第 3 号、pp.11-17。 
 横田隆司他（2002）「公共文化施設の建設計画に対する住民意識とその評価分析におけ
















































べ、第 3 節では便益の推定方法とモデルを提示する。第 4 節では博物館として神戸市立博
物館を対象に便益を推定し、費用・便益分析を行う3。その際、便益の決定要因を分析する。



















 図２－１ 博物館の便益  
 
                                                   
2 選択された母集団が評価対象とする財の便益が及ぶ範囲に一致しないときに生じるバイアス
は「母集団選択バイアス」と呼ばれる。 
3 神戸市立博物館は神戸の旧居留地にあり、1982 年に旧横浜正金銀行（現三菱東京 UFJ 銀行）
神戸支店ビルを再利用する形でオープンした。 
4 公立博物館の 8 割が直接便益の対価として入館料を徴収しているが、例えば神戸市立博物館は


















以下 CVM とする）を用いることとする8。CVM は来館者などを対象にアンケート調査等の







                                                   
5 前章では、博物館の便益についてのサーベイが行われている。ここでは前章にしたがって「価
値」をそのまま利用しているが、分析においては「便益」と同義ととらえている。 
6 トラベルコスト法を用いた研究としては、アメリカ・メリーランド州の Historic St. Mary’s 
City（歴史遺産地区）を対象に、訪問者 1 人当たり 8 ドルから 19.26 ドルの消費者余剰があ
るとした Poor and Smith（2004）、文化体験やインフラ等について仮想の状態を考慮して需
要関数を導出し、アルメニア人の文化遺産の価値を推定した Alberini and Longo（2005)、広
島宮島を対象とした政策研究大学院大学（2006a）、公共図書館に適用した菊池（2007）等が
ある。ヘドニック・アプローチを用いた研究には、アメリカ・ウィスコンシン州のケノーシャ
市等 4 都市の博物館を対象とした Sheppard（2010）、文化遺産までの距離がアイルランドの



































て作成された NOAA（アメリカ海洋大気庁。The National Oceanic and Atmospheric 
                                                   
10 ただし、直接利用価値はトラベルコスト法を用いている。 








































                                                   
15 NOAA ガイドラインの他、栗山（1998）、肥田野（1999）を参照した。 
16 Mitchell and Carson（1989）、栗山（1998）、肥田野（1999）、Snowball（2010）等は WTP
に加えて、サービスが廃止されたとき支払って欲しい額を尋ねる「受け入れ補償額
















に対して、8 パターンのうち 1 つのアンケート調査票を順番に配布した。なお最初の提示金
額に関しては、多くの博物館で徴収されている 200 円を出発点とし、事前聞き取り調査か






3.2 WTP 代表値の推定モデル 
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次に観察可能な効用差関数である−Δ𝑉(= 𝑉𝑌 − 𝑉𝑁) については、以下の対数線形関数を使
用する。 
−Δ𝑉 = 𝛼 + 𝛽  ln 𝑇 + ∑(𝛾𝑗 × 𝑆𝑗) 
ただし、𝛼 は定数項、𝛽 、𝛾𝑗 は求められるパラメータ、𝑆𝑗 は回答者の属性を示す変数であ
る。調査結果から 1 人のサンプルを取り出し、支払うと答える確率を示す(3-2)に観測され
たサンプルの属性を代入すると、 
                                 Pr1[YES] =
1
1 + 𝑒(𝛼+𝛽 ln(𝑇)+𝛾1×𝑆1+𝛾2×𝑆2+･･･+𝛾𝑗×𝑆𝑗+･･･+𝛾𝑚×𝑆𝑚)
 










アンケート調査は神戸市立博物館において土・日曜日を含む 2012 年 8 月 10 日から 8 月
17 日までの 7 日間にわたって実施した。調査票は入口で無作為に来館者に手渡し、退館の
際に受け取る方法をとった。18 歳以上の男女 438 人から調査票を回収することができ、無
回答と推定精度を下げる抵抗回答を除くと、381 人から WTP の推定に必要な情報が得られ
た24。提示額以外に受諾率に影響すると予想される要因として、性別、年齢、年収、居住地、
交通手段、博物館までの所要時間、博物館来館以外の目的、来館回数、寄付目的を同時に
                                                   
































齢階層に渡っている。職業に関しては会社員・職員が約 3 分の 1 を占めているが、主婦や
無職の来館者も多い。世帯年収に関しては半数が 600 万円未満であるが、高所得階層にも





                                                   
25 印象派のような特別展では、施設それ自体の評価に展示物の影響が及ぶ可能性は大きくなる。
本調査期間中に開催中の展示会は、『国宝桜ヶ丘銅鐸の謎に迫る』、『南蛮美術企画展 Meeting 
with the West! －西洋と出会った江戸美術－』、『古地図企画展 海と陸の「みち」－江戸時代
を旅する－』、『ギャラリー 絵画コレクション展』と常設展であり、展示内容の影響は小さい。 
1000～1500万円未満 42 9.6%
男性 253 57.8% 1500万円以上 18 4.1% 1回 135 30.8%
女性 185 42.2% 無回答 38 8.7% 2回 72 16.4%
無回答 0 0.0% 3回 41 9.4%
15分未満 20 4.6% 4回 24 5.5%
10代 15 3.4% 15～30分未満 89 20.3% 5回 45 10.3%
20代 38 8.7% 30～45分未満 73 16.7% 6回 7 1.6%
30代 67 15.3% 45～60分未満 118 26.9% 7回 3 0.7%
40代 137 31.3% 60～90分未満 39 8.9% 8回 6 1.4%
50代 84 19.2% 90～120分未満 18 4.1% 9回 0 0.0%
60代 66 15.1% 120分以上 48 11.0% 10回以上 103 23.5%
70代以上 31 7.1% 無回答 33 7.5% 無回答 2 0.5%
会社員・職員 156 35.6% 自家用車 93 21.2% 直接利用価値 205 58.9%
自営業 28 6.4% オプション価値 210 60.3%
公務員 43 9.8% 遺贈価値 258 74.1%
アルバイト・パート 33 7.5% その他 22 5.0% 代位価値 149 42.8%
主婦 74 16.9% 無回答 23 5.3% 威信価値 69 19.8%
大学生 22 5.0% その他 13 3.7%
その他 19 4.3% 滋賀県 3 0.7% 無回答 6 1.7%
無職 44 10.0% 京都府 6 1.4%
無回答 19 4.3% 大阪府 50 11.4% 買い物 200 45.7%
兵庫県 287 65.5% 飲食 211 48.2%
200万円未満 25 5.7% 奈良県 4 0.9% 観光 127 29.0%
200～400万円未満 91 20.8% 和歌山県 1 0.2% その他 38 8.7%
400～600万円未満 98 22.4% 東京都 8 1.8% 特になし 58 13.2%
600～800万円未満 77 17.6% その他 60 13.7% 無回答 4 0.9%



























注）無回答、抵抗回答は除く。y は支払う、n は支払わないことを表している。例えば yn は、
第 1 段階では支払うと回答し、第 2 段階での引き上げられた提示額には支払わないという
回答である。 
 






                                                   





48 1 1 0 50
96.0% 2.0% 2.0% 0.0% 100.0%
40 12 0 1 53
75.5% 22.6% 0.0% 1.9% 100.0%
42 4 4 0 50
84.0% 8.0% 8.0% 0.0% 100.0%
33 9 3 2 47
70.2% 19.1% 6.4% 4.3% 100.0%
28 12 5 0 45
62.2% 26.7% 11.1% 0.0% 100.0%
22 18 3 6 49
44.9% 36.7% 6.1% 12.2% 100.0%
17 6 8 10 41
41.5% 14.6% 19.5% 24.4% 100.0%
18 3 11 14 46
39.1% 6.5% 23.9% 30.4% 100.0%
248 65 35 33 381













































                                                   


















































変数 係数 変数 係数
定数項 11.001 10.8 *** 定数項 12.095 10.8 ***
ln(T） -1.489 -12.1 *** ln(T） -1.460 -11.7 ***
性別 -0.038 -0.1 満足度 -0.019 -0.1
神戸市居住 0.379 1.4 買い物 -0.011 0.0
年齢 0.024 2.8 *** 飲食 -0.186 -0.7
年収 0.001 2.5 ** 観光 -0.024 -0.1
その他 0.815 1.4
特になし 0.159 0.3
来館回数 0.082 2.1 **
サンプルサイズ サンプルサイズ
対数尤度 対数尤度
変数 係数 変数 係数
定数項 11.446 8.2 *** 定数項 10.762 10.4 ***
ln(T） -1.412 -12.1 *** ln(T） -1.514 -12.1 ***
自家用車 0.618 0.6 直接利用価値 0.835 3.0 ***
公共交通機関 0.758 0.7 オプション価値 0.100 0.4
その他交通機関 0.939 0.8 遺贈価値 1.150 4.3 ***
所要時間 -0.002 -1.3 代位価値 0.589 2.2 **
威信価値 0.843 1.9 *
その他 1.204 1.6

































注）***は 1%水準、**は 5%水準、*は 10%水準で有意を意味する。 






4,810 円であり、直接利用価値、年齢を採用した推定値（4,920 円）と大きな差は見られない。 
30 推定方法が異なるため単純な比較は困難であるが、山梨県立美術館が 2,258 円、新潟市立美
術館が 2,372 円（有川他（2000））、東京都庭園美術館が 4,597 円、世田谷美術館が 4,194 円、
東京都美術館が 2,821 円、東京都現代美術館が 2,145 円、東京都写真美術館が 2,003 円、江
戸東京博物館が 1,940 円（織田他（2001））、大原美術館が 500 円（寺田・垣内（2007））で
ある。 
31 これらの値は、受諾率に影響する説明変数が平均値の場合である。なお、ダミー変数の限界
効果は、with と without の差として求めている。 
変数 係数 限界効果
定数項 10.772 10.5 ***
ln(T） -1.554 -11.9 *** -0.1676
年齢 0.017 2.0 * 0.0018
年収 0.001 2.3 ** 0.0001
直接利用価値 0.863 3.1 *** 0.0951
遺贈価値 1.027 3.7 *** 0.1254









博物館の総便益は、上で推定した 1 人当たりの WTP に来館者数を乗じることによって求
められる。ここで問題になるのは、博物館が公表している来館者数が「延べ人数」だとい
うことである。神戸市立博物館がオープンした 1982 年から 2011 年までの 30 年間の年間














付実人数は 82,852 人（＝276,173 人×(114 人/380 人)）となる32。このように、複数回来館
者について、今回を除く来館の時期に複数のケースを想定し、ケース毎にサンプルの延べ
人数と寄付実人員の関係から今年度の寄付実人数を推定する。その結果、年間寄付実人数
の最小値は 55,426 人、最大値は 82,852 人となり、年間総 WTP は 2 億 7,269 万円から 4









                                                   













し、寄付実人数を最小に見積もったケースでも、総便益（2 億 7,270 万円）は総費用（2 億
2,855 万円）を上回り、便益・費用比率は 1.193 と 1 を超える。また、寄付実人数が最大の





総額は 2 億 641 万円であるのに対して歳入総額は 1 億 422 万円と、約 1 億円の赤字であっ












































55,426 272,695 1.193 最小
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3 Throsby（2001）、肥田野（1997）参照。 



































𝑃1 = 𝑃0 + 𝑒𝑓𝑓𝑒𝑐𝑡 





                                                   
































２において、関数𝑓(𝑥)が閉区間[𝑎, 𝑏](0 ≤ 𝑎 < 𝑏)において連続で、𝑓(𝑥) ≥ 0のとき、芸術・
文化施設からの距離が𝑎から𝑏の地域における地価上昇総額𝑉は、関数y = 𝑓(𝑥), 𝑥 = 𝑎, 𝑥 = 𝑏 
 
 






















および𝑥軸で囲まれた図形を𝑦軸のまわりに 1 回転してできる立体の体積となる。つまり、 
 


















に立地し、旧横浜正金銀行(現 三菱東京 UFJ 銀行)神戸支店ビルを転用したものであり、
1982 年に開館した。入館者数は 2012 年度で 55 万 9,145 人、延べ床面積は 10,073m²であ
る。西宮市大谷記念美術館は閑静な住宅街に、実業家故大谷竹次郎氏のコレクションや邸
宅が西宮市に寄付されて創られた美術館であり、1972年に開館した。延べ床面積は4,740 m²、

















前）の 69 と 1983 年（建設後）の 66 の計 135、西宮市大谷美術館が西宮市、芦屋市、尼崎
市、伊丹市、宝塚市、神戸市東灘区に位置する 1971 年（建設前）の 25 と 1973 年（建設
後）の 116 の計 141 となった13。 
 
3.2 神戸市立博物館の分析結果 
地価を決定すると考えられる要因として取り上げた質的・量的要因（23 項目）の 135 地
点における基本統計量を表３－１に示した14,15。実質地価については、最大値が 285,190 円
／㎡、最小値が 32,000 円／㎡、平均値が 145,870 円／㎡であった。芸術・文化施設からの
距離は、最も遠い地点で 20.0km、最も近い地点で 1.3km である。また、JR 三宮駅は、阪
神、阪急、市営地下鉄などが近接しており、アクセスの拠点となっているため、JR 三宮駅









                                                   















注 1）実質地価は 1981 年を基準に、1981 年から 1983 年の兵庫県住宅地の宅地平均価格上昇率






注 4）自区への従業、通学の割合 =  
自区への従業、通学者数
自区への従業、通学者数+他市区町村への従業、通学者数







設からの距離、建設後を𝑀 = 1とする𝑀 𝐷⁄ を説明変数として、重回帰分析によって地価関数
を推定した。その際、ステップワイズ法で説明変数の選択を行う16。 




変数 平均値 標準偏差 最小値 最大値
実質地価（千円／m²） 145.87 72.61 32.00 285.19
芸術・文化施設からの距離（km） 6.71 4.36 1.25 19.97
駅からの距離（m） 986.67 1118.51 0.00 11000.00
地積（m²） 202.69 112.66 49.00 826.00
前面道路（m） 5.93 2.02 2.70 15.50
建坪率（%） 28.96 26.27 0.00 60.00
容積率（%） 161.78 57.43 50.00 300.00
総事業所数／区面積 360.39 411.87 14.83 1042.17
サービス事業所数／区面積 79.90 86.74 4.46 219.54
飲食店商店数／区面積 40.54 48.80 1.41 139.83
公園総面積／区面積 0.01 0.01 0.00 0.04
自区への従業、通学の割合 0.37 0.12 0.28 0.62
他市町村への従業、通学の割合 0.63 0.12 0.38 0.72
人口１万人あたりの病床数 161.98 135.50 68.60 513.70
教員１人あたりの児童数 27.84 2.01 23.16 30.52
JR三宮駅からの距離（km） 6.32 4.13 0.56 19.20
住居地域ダミー 一種住居ダミー 二種住居ダミー 準防火地域ダミー
























価関数を求める。この時、JR 三宮駅からの距離と芸術・文化施設からの距離の VIF（variance 





















地積（m²） -0.104 -0.298 -0.332 -0.472 -0.038 -0.052 0.670 0.668
容積率（%） 0.215 0.616 0.042 0.059 -0.491 -0.679 -0.050 -0.050
総事業所数／区面積 0.338 0.967 -0.001 -0.001 0.009 0.013 -0.098 -0.098
サービス事業所数／区面積 0.338 0.967 0.022 0.032 0.000 0.000 -0.095 -0.095
飲食店商店数／区面積 0.342 0.980 -0.075 -0.107 0.052 0.072 -0.040 -0.040
公園総面積／区面積 0.329 0.941 0.106 0.150 -0.034 -0.046 -0.074 -0.074
自区への従業、通学の割合 0.336 0.962 -0.138 -0.196 0.092 0.127 0.029 0.029
他市町村への従業、通学の割合 -0.336 -0.962 0.138 0.196 -0.092 -0.127 -0.029 -0.029
人口１万人あたりの病床数 0.238 0.681 -0.393 -0.559 0.215 0.298 0.150 0.149
教員１人あたりの児童数 -0.251 -0.720 0.370 0.527 -0.190 -0.263 -0.076 -0.076
一種住居ダミー -0.200 -0.573 -0.034 -0.049 0.529 0.733 0.021 0.021
二種住居ダミー 0.090 0.257 0.261 0.372 -0.262 -0.362 0.662 0.660
準防火地域ダミー 0.231 0.661 0.250 0.355 -0.192 -0.265 0.028 0.028
ガス 0.133 0.379 0.454 0.646 0.407 0.564 0.146 0.145
下水 0.158 0.452 0.451 0.641 0.322 0.445 0.179 0.179
固有値
累積寄与度
8.19 2.02 1.92 0.99










𝑃 = 192.12 + 3.15 × (主成分 1（正負符号反転）) + 4.48 × (主成分 2) 
      (17.8***) (4.4***)                           (2.2**)              




(-2.2**)            (3.1***)           (-5.3***)                     (2.3**) 
adjR2: 0.728   (  )内は𝑡値 
***は 1%水準、**は 2.5%水準、*は 5%水準で有意 
 
 各主成分のパラメータから住宅地の地価に関して次の点を指摘することができる。主成
分 1、2、4 は予想通りの結果が得られた。また、主成分 3 の係数は負であることから、住
宅立地に関しての規制が厳しいほど地価が低くなることを示しており19、JR 三宮駅からの
距離の係数が負であったことから、CBD から遠くなるほど、地価は低下する。 
 𝑀 𝐷⁄ が正であることから、博物館の建設は地価を押し上げており、博物館の建設は周辺






し、建設前（𝑃0）は 25 と少ないことから、神戸市立博物館と異なり、𝑃0 = 𝑃1 − 𝑒𝑓𝑓𝑒𝑐𝑡と考
え、建設前を𝑀 = 1、建設後を𝑀 = 0とするダミー変数を使用する。地価を決定すると考え
られる要因として取り上げた質的・量的要因（25 項目）の 141 地点における基本統計量を
表３－３に示した20。実質地価は最大値が 89,880 円／㎡、最小値が 33,600 円／㎡、平均値 
                                                   
17 博物館からの距離を説明変数にした場合、それぞれの主成分の係数に加え、M/D の係数も「博
物館からの距離」を使用すると 53.7、三宮駅からの距離を使用すると 53.0 であり差は見られ
ない。都市経済学において最も一般的な地価関数は CBD からの距離の減少関数としてとらえ
られるため、CBD からの距離を使用した。 



























が 61,630 円／㎡であり、芸術・文化施設からの距離は最も遠い地点で 13km、最も近い地
点で 0.4km である。また、西宮市大谷記念美術館が立地する西宮市は兵庫県の南東部に位
置しており、大阪市と神戸市の両都心の中間地であることから、CBD からの距離を表す変
数として、JR 大阪駅からの距離、JR 三宮駅からの距離を使用した。 
 分析手順①から、芸術・文化施設からの距離、CBD からの距離を表す変数、𝑀 𝐷⁄ を除い
変数 平均値 標準偏差 最小値 最大値
実質地価（千円／㎡） 61.63 12.66 33.60 89.88
芸術・文化施設からの距離（km） 5.90 3.00 0.35 12.97
駅からの距離（m） 920.35 628.03 200.00 3500.00
地積（㎡） 281.89 149.19 87.00 987.00
前面道路（m） 5.64 1.36 3.00 11.00
建坪率（%） 16.24 22.60 0.00 60.00
容積率（%） 162.62 51.67 0.00 200.00
総事業所数／市区面積 673.47 185.79 319.26 898.74
サービス事業所数／市区面積 164.20 35.33 97.60 207.72
総商店数／市区面積 335.24 95.28 167.27 460.25
小売業数／市区面積 305.50 83.09 161.61 428.72
飲食店商店数／市区面積 79.67 32.13 33.84 136.35
小学校数／市区面積 1.75 0.31 1.24 2.16
教員１人あたりの児童数 31.77 0.99 30.10 34.20
人口１千人あたりの医師数 2.08 1.03 1.00 5.20
人口１千人あたりの病床数 6.39 3.22 1.92 10.85
保育所数／市区面積 1.54 0.44 0.42 2.01
人口１千人あたりの刑法犯罪認知件数 11.23 3.96 8.40 23.90
JR大阪駅からの距離（km） 13.88 4.39 5.38 22.76












結果が表３－４に示されている。固有値は主成分 5 で 1.00 であり、累積寄与率は 78.42%
であるため、③では主成分 1 から主成分 5 を使用する。 
主成分 1 に正で大きく影響するのは面積あたりの総事業所数や総商店数といった事業所
















駅からの距離（m） -0.024 -0.054 -0.321 -0.467 -0.377 -0.534
地積（㎡） -0.163 -0.371 0.352 0.512 0.114 0.162
前面道路（m） 0.084 0.191 0.145 0.210 0.056 0.080
総事業所数／市区面積 0.423 0.960 0.093 0.136 0.054 0.077
サービス事業所数／市区面積 0.380 0.862 0.186 0.270 0.213 0.301
総商店数／市区面積 0.419 0.951 0.076 0.110 0.021 0.030
小売業数／市区面積 0.421 0.956 0.067 0.097 -0.091 -0.128
小学校数／市区面積 0.332 0.754 0.206 0.300 -0.028 -0.040
人口１千人あたりの医師数 -0.181 -0.411 0.150 0.218 0.321 0.454
人口１千人あたりの病床数 0.218 0.495 0.133 0.193 -0.126 -0.178
人口１千人あたりの刑法犯罪認知件数 0.164 0.372 0.033 0.048 -0.369 -0.522
住居地域ダミー 0.185 0.419 -0.548 -0.797 0.133 0.189
住居専用地域ダミー -0.185 -0.419 0.548 0.797 -0.133 -0.189
準防火地域ダミー 0.043 0.098 -0.056 -0.081 0.499 0.707











駅からの距離（m） -0.010 -0.013 0.107 0.107
地積（㎡） 0.059 0.073 -0.180 -0.180
前面道路（m） 0.033 0.041 -0.880 -0.880
総事業所数／市区面積 -0.133 -0.163 0.036 0.036
サービス事業所数／市区面積 0.042 0.052 0.084 0.084
総商店数／市区面積 -0.198 -0.243 0.001 0.001
小売業数／市区面積 -0.131 -0.161 0.001 0.001
小学校数／市区面積 0.329 0.404 0.130 0.130
人口１千人あたりの医師数 0.378 0.464 -0.018 -0.018
人口１千人あたりの病床数 0.599 0.735 0.165 0.165
人口１千人あたりの刑法犯罪認知件数 -0.263 -0.323 -0.193 -0.193
住居地域ダミー 0.201 0.247 -0.161 -0.161
住居専用地域ダミー -0.201 -0.247 0.161 0.161
準防火地域ダミー -0.398 -0.488 0.196 0.196



















主成分分析から得られた主成分 1 から主成分 5 に加え、𝑀 𝐷⁄ 、芸術・文化施設からの距
離、JR 大阪駅からの距離、JR 三宮駅からの距離を使用し、分析手順③のようにヘドニッ
ク地価関数を求める。この時、VIF 値が高い変数はない。得られたヘドニック地価関数は
以下の通りであり、JR 大阪駅からの距離、JR 三宮駅からの距離、主成分 4 を除くすべて
の変数が選択された。 
 
𝑃 = 68.20 + 0.48 × (主成分 1) + 3.20 × (主成分 2) + 2.53 × (主成分 3)  
(43.1***)(4.2***)            (10.8***)          (7.6***)           




      (-3.0***)           (-4.0***)                            (-4.2***) 
adjR2: 0.704   (  )内は𝑡値 
 
各主成分のパラメータから住宅地の地価に関して次の点を指摘することができる。主成















サンプル数が少ないため𝑃0 = 𝑃1 − 𝑒𝑓𝑓𝑒𝑐𝑡 としたことから、美術館の建設は地価を押し上げ、
周辺地域に正の便益を与えているといえる。しかし、神戸市立博物館と同様、美術館から








る。地価上昇効果で計測した間接便益は、博物館の周辺では 4 万円/㎡であるが、10km 地
点では約 5 千円というように、博物館から遠ざかるにつれて急激に減少する。 
 西宮市大谷記念美術館は、神戸市立博物館に比べて規模は小さいものの、その開館によ
って地価は上昇しており、美術館周辺では約 3 万円強の上昇（1971 年）であった。ただし








𝑓(𝐷) = 44.63 × 𝐷−1  （神戸市立博物館） 




設からの距離を 2km 圏内、2km～5km、5km～10km、10km～20km の 4 区分し、距離帯
毎の便益を住宅地の実面積によって再計算する25。しかし、住宅地は地域に均等に分布して



















































































































































































































億円）と高い地価上昇効果が見られた。その他にも、神戸市東灘区で 8.6％（同 292 億円）、















km2 10億円 % km2 10億円 %









尼崎市（一部） 6.5 19.4 1.3
西宮市 18.2 54.2 1.3
芦屋市 4.7 14.1 1.4
宝塚市（一部） 3.3 9.8 1.6



















km2 10億円 % km2 10億円 %
～2km　 2.1 30.2 芦屋市 1km～5km　 4.7 37.7 11.4
2km～5km　 12.8 80.8 尼崎市 5km～20km　 17.4 44.8 5.2
5km～10km　 2.4 7.0 伊丹市 5km～20km　 7 3.8 5.2
10km～20km　 - - 宝塚市 5km～20km　 11.6 31.5 5.8
神戸市東灘区 2km～10km　 6.3 29.2 8.6
神戸市灘区 5km～20km　 3.7 10 4.4
豊中市 10km～20km　 18.6 27.4 3.1











宝塚市で 5.8％（同 315 億円）、尼崎市で 5.2％（同 448 億円）などとなっており、西宮市
















戸市立博物館の場合には 3,551 億円、西宮市大谷記念美術館の場合には 1,179 億円に上る。
こうした間接便益の大きさの違いは施設規模の相違等によって生じていると考えられる。 














神戸市外 1.5 億円（神戸市立博物館）、西宮市内 1.7 億円、西宮市外 2.6 億円（いずれも施
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𝜕𝑈(𝐼 − 𝑃, 𝒁)
𝜕𝑧𝑖










れた属性の束を𝒁∗とすると、付け値関数は𝜃 (𝒁∗ ;  𝐼, 𝑢∗)である。つまり、付け値関数は、 
 























































































































1 池上他（1998）194 頁。 






















































𝐸(𝑁𝑗) = 𝑣𝑗𝑁𝑗 
で表す4。ただし、𝑣𝑗は、地域 𝑗に立地する企業の労働生産性の指標である。労働生産性は地
域𝑗の芸術・文化𝑪𝒋に依存すると仮定すると、 























𝑌 = 𝑓 (𝐸(𝑁𝑗)) 
であり、式（2-2）から、式（2-3）の生産関数は次のように表すことができる。 




𝑠. 𝑡.   𝑓(𝑣(𝑪𝒋)𝑁𝑗) = 𝑌 
この問題の単位費用関数は𝑐 (𝑊𝑗 , 𝑣𝑗)であり、𝑊𝑗 , 𝑣𝑗  に直面している企業が一単位生産する
のに必要な最小費用を表す。ただし、𝑊𝑗は地域𝑗の賃金率を示す。市場が競争的で企業の自
由参入が可能な場合、企業の利潤はどこに立地してもゼロになるため、単位費用関数の値
は、財価格に等しくなる。財価格を 1 とすると、式（2-5）を表すことができる。 
1 = 𝑐 (𝑊𝑗 , 𝑣𝑗) 
𝑣(𝑪𝒋) が与えられた時、等式を維持するためには、𝑊𝑗が調整されなければならないため、
これを𝑊𝑗について解くと、地域𝑗の賃金は 
𝑊𝑗 = 𝑊 (𝑣(𝑪𝒋))  
である。したがって、賃金は、 























































































































































































                                                   
7 労働者が県を超えて通勤している場合、居住地域の芸術・文化を使用する可能性があり、芸術・
文化の受益地域と賃金に反映される地域が不一致を引き起こす場合が考えられる。しかし、流
入人口は最大で 15.52%（東京）であり、それ以外は、5%と低く、流出人口は 4 県を除き、
－5%を下回り、小さい。したがって、本章では労働者は県を超えて通勤しないと考える。 










の平均は 387,443 円（月額）、標準偏差は 32,085 円である。また、最大値は東京都の 498,100
















サンプル 47 の基本統計量を表４－１に示した15。 


































注 3）文化会館数（番号 23）は「都道府県・市区町村のすがた」より得られた。 
注 4）邦楽公演回数（番号 28）は「伝統芸能の現状調査」より得られ、雅楽、声明、民謡など
の回数を示す。また、邦楽公演には定員があるため、人口あたりとする。 




番号 項目 平均 標準偏差 最小値 最大値
1 総合博物館専任職員数／総合博物館数 9.3 9.1 0.0 39.0
2 科学博物館専任職員数／科学博物館数 10.5 13.5 0.0 57.0
3 歴史博物館専任職員数／歴史博物館数 7.6 4.8 0.2 24.5
4 美術博物館専任職員数／美術博物館数 10.6 6.4 0.0 35.3
5 総合博物館面積／総合博物館数 4684.2 5343.4 0.0 23987.0
6 科学博物館面積／科学博物館数 3572.7 4551.8 0.0 22855.0
7 歴史博物館面積／歴史博物館数 3072.173 1838.2 625.5 8422.7
8 美術博物館面積／美術博物館数 5884.3 3517.8 0.0 16156.5




















85.4 92.0 24.4 604.5
15 博物館の特別展回数／博物館数 0.8 0.1 0.6 1.0
16 博物館類似施設の特別展回数／博物館類似施設数 0.4 0.1 0.2 0.6
17 博物館の事業実施件数／博物館数 33.6 20.8 11.2 116.8
18 博物館類似施設の事業実施件数／博物館類似施設数 11.8 8.5 3.1 38.9
19 総合博物館面積／可住地面積（%） 0.000% 0.001% 0.000% 0.003%
20 科学博物館面積／可住地面積（%） 0.000% 0.001% 0.000% 0.002%
21 歴史博物館面積／可住地面積（%） 0.001% 0.002% 0.000% 0.010%
22 美術博物館面積／可住地面積（%） 0.001% 0.001% 0.000% 0.007%
23 文化会館数／可住地面積（%） 0.0002% 0.0001% 0.0000% 0.0006%
24 博物館の特別展実施回数／可住地面積（km2） 0.01 0.01 0.00 0.06
25 博物館類似施設の特別展実施回数／可住地面積（km2） 0.02 0.01 0.00 0.07
26 博物館の事業実施件数／可住地面積（km2） 0.47 0.54 0.04 2.60
27 博物館類似施設の事業実施件数／可住地面積（km2） 0.56 0.63 0.07 3.45
28 邦楽公演回数／人口 0.01 0.02 0.00 0.13
29 演芸・演劇・舞踊鑑賞の行動者率（%） 12.2% 2.2% 8.9% 20.7%
30 映画鑑賞の行動者率（%） 37.6% 5.7% 28.0% 48.9%
31 クラシック音楽鑑賞の行動者率（%） 9.2% 1.6% 5.9% 13.9%













































































番号 項目 平均 標準偏差 最小値 最大値
1 完全失業率（%） 6.5% 1.1% 4.6% 11.0%
2 有効求人倍率（%） 60.3% 14.3% 27.0% 92.0%
3 所定内実労働時間 158.06 2.27 153.00 163.00
4 労働者平均年齢 41.74 0.89 39.10 44.10
5 勤続年数 15.56 1.09 12.50 17.10
6 全国物価地域差指数 98.06 2.69 91.90 108.50

























































0.60 0.32 -0.49 -0.30 0.01 0.01 -0.11 -0.09 -0.06 -0.05
5 総合博物館面積／総合博物館数 0.33 0.18 0.09 0.05 0.85 0.55 0.23 0.18 0.11 0.09
6 科学博物館面積／科学博物館数 0.36 0.19 -0.52 -0.32 -0.10 -0.07 -0.40 -0.31 0.44 0.36
7 歴史博物館面積／歴史博物館数 0.55 0.29 -0.20 -0.12 -0.31 -0.20 0.55 0.43 0.13 0.11
8 美術博物館面積／美術博物館数 0.66 0.35 -0.36 -0.22 0.25 0.16 0.30 0.24 -0.09 -0.08




















0.19 0.10 0.10 0.06 0.24 0.16 -0.21 -0.16 0.58 0.48




0.48 0.25 0.22 0.14 0.11 0.07 0.16 0.12 0.17 0.14




0.54 0.29 0.46 0.28 -0.03 -0.02 -0.12 -0.09 -0.13 -0.11
64.7%
主成分５
















「地域の文化環境の量」の主成分分析の結果、主成分 1 の寄与率が 67%であることから
主成分 1 を採用する。主成分 1 の主成分負荷量は表４－４であり、可住地面積あたりの博
物館面積よりも、その地域の特別展実施回数や事業実施回数といったソフトを受ける機会
を表す項目が 0.9 前後と大きいため、主成分 1 はその地域の特別展や事業などソフトを受け
る機会を示す。 
次に「民間が提供する芸術・文化活動への機会」の主成分結果を見る。表４－５の主成
分 1 の寄与率が 72%と高いことから、本章では、民間の芸術・文化の指標として、主成分

















19 総合博物館面積／可住地面積（%） 0.42 0.16
20 科学博物館面積／可住地面積（%） 0.29 0.11
21 歴史博物館面積／可住地面積（%） 0.90 0.35
22 美術博物館面積／可住地面積（%） 0.84 0.32
23 文化会館数／可住地面積（%） 0.93 0.36
24 博物館の特別展実施回数／可住地面積（km2） 0.95 0.37
25 博物館類似施設の特別展実施回数／可住地面積（km2） 0.93 0.36
26 博物館の事業実施件数／可住地面積（km2） 0.88 0.34
27 博物館類似施設の事業実施件数／可住地面積（km2） 0.88 0.34













従い、「労働市場要因（3 項目）」、「労働者属性要因（2 項目）」、「地域特性要因（2 項目）」
のカテゴリー毎に主成分分析を行う。結果は表４－６に示されている。「労働市場要因」は
累積寄与率が 85%である主成分 2 まで選択する。主成分 1 は完全失業率と有効求人倍率の
主成分負荷量の絶対値が大きく、完全失業率が正であることから、労働市場の超過供給を
表す。主成分 2 は、所定内実労働時間の主成分負荷量が 0.9 であることから、長時間労働を








29 演芸・演劇・舞踊鑑賞の行動者率（%） 0.90 0.53
30 映画鑑賞の行動者率（%） 0.75 0.44
31 クラシック音楽鑑賞の行動者率（%） 0.84 0.50














1 完全失業率（%） 0.83 0.63 -0.30 -0.33
2 有効求人倍率（%） -0.84 -0.64 0.27 0.29





4 労働者平均年齢 0.86 0.71





6 全国物価地域差指数 0.94 0.71























































R2 は 0.75 前後であり、正規分布に近いデータセットを作る Box-Cox 変換や対数変換を行 
                                                   
19 森（2002）、得田（2009）、清水・唐渡（2007）参照。 
20 片側 Box-Cox－１は、被説明変数のみを Box-Cox 変換する。 




り、以下の式の最適な変換パラメータ𝜆 を求める。もし、𝜆 = −1で逆数変換、𝜆 = 0で対数変
換、𝜆 = 0.5で平方根変換と同じものになる。 
𝑋(𝜆) = X − 1               (λ = 1) 
𝑋(𝜆) = ln(𝑋)               (λ = 0) 
𝑋(𝜆) = 1 −
1
𝑋
          (λ = −1) 





𝑥2 + 𝛽3𝑥3 
25 Box-Cox 変換は値にマイナスやゼロを含む場合は分析できないため、全てのデータを 0 から


















質１ 0.13 1.9 *
量１ 0.28 2.1 **
機会１ 0.20 2.2 **
労働市場１ -0.23 -3.2 ***
労働市場２ -0.08 -1.6
労働者属性１ 0.27 4.4 ***
定数項
adjR2
項目 係数 項目 係数 項目 係数
質１ 0.03 1.8 * 質１ 0.11 1.9 * 質１ 0.04 1.9 *
量１ 0.97 2.1 ** 量１ 0.19 1.6 量１ 1.16 2.2 **
機会１ 0.31 2.3 ** 機会１ 0.18 2.2 ** 機会１ 0.37 2.3 **
労働市場１ -0.24 -2.7 ** 労働市場１ -0.20 -3.1 *** 労働市場１ -0.29 -2.7 ***
労働市場２ -0.10 -1.9 * 労働市場２ -0.07 -1.6 労働市場２ -0.12 -2.0 *
労働者属性１ 0.13 4.6 *** 労働者属性１ 0.24 4.4 *** 労働者属性１ 0.15 4.5 ***
定数項
adjR2
項目 係数 項目 係数 項目 係数
質１ 0.12 1.5 質１ 0.15 3.0 *** 質１ 0.16 1.6
量１ 0.23 1.6 質２ 0.10 1.6 量１ 0.45 2.5 **
機会１ 0.19 2.1 ** 機会１ 0.15 2.2 ** 機会１ 0.24 2.0 *
労働市場１ -0.21 -2.6 ** 労働市場１ -0.23 -3.6 *** 労働市場１ -0.28 -2.8 ***
労働市場２ -0.09 -1.6 労働市場２ -0.05 -1.5 労働市場２ -0.12 -1.7 *
労働者属性１ 0.34 4.8 *** 労働者属性１ 0.23 4.7 *** 労働者属性１ 0.43 4.7 ***
定数項





















 また、ステップワイズ法の結果、補正 R2 が最低のモデル⑥以外は、全ての関数形で同じ
変数が選択されている。選択された変数は、質 1、量 1、機会 1、労働市場 1、労働市場 2、









成分 1 である労働市場 1、主成分 2 である労働市場 2、そして、労働者属性要因の主成分 1















                                                   
27 Cropper and McConnell（1988）はBox-Cox型モデルが最もパフォーマンスが良いとしたが、
森（2002）、大石（2008）は本章の結果と同様に、Box-Cox 型モデルの推定は線型モデルに
よる推定結果と大きな差異がなかった。 
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𝐸 = 𝑣𝑁 
で表す。ただし、𝑣は、芸術・文化𝑠が与えられる企業の労働生産性の指標である。したが
って、𝑣は外生変数である𝑠に依存する。 









max  𝜋 = 𝑝𝑋 − 𝑤𝑁 − 𝑐𝐾 














𝑁 = 𝑁(𝑤, 𝑐, 𝑝, 𝑣) 
であり、資本の要素需要関数は、 
𝐾 = 𝐾(𝑤, 𝑐, 𝑝, 𝑣) 
である。また、企業の生産関数は以下のとおりである。 




max  𝜋𝐹 = 𝑟𝐿 − 𝑤𝑁𝐹 − 𝑐𝐾𝐹 
𝑠. 𝑡           𝐿 = 𝐿(𝑣𝑁𝐹 , 𝐾𝐹) 
𝑟は住宅用不動産の賃貸価格、𝐿は住宅用不動産サービスの生産量、添え字𝐹は不動産業を表
す。また式（2-10）、式（2-11）より、不動産業の要素需要関数と生産関数は式（2-7）、式
（2-8）、式（2-9）と同様に定式化できる。なお、本モデルは 1 世帯に 1 就業者とし、全世
帯数は一定であるとする。また、家計が所有する資本も一定とし、これらの仮定から以下
の関係が成立する。ただし、?̅?は総世帯数であり、?̅?は総資本量である。 
𝑁 + 𝑁𝐹 = ?̅? 































max 𝑢(𝑥, 𝑙; 𝑠)   
𝑠. 𝑡    𝑤 + 𝑐 = 𝑝𝑥 + 𝑟𝑙 
効用最大化問題を解くと、合成財の需要関数は、 
𝑥 = 𝑥(𝑤, 𝑐, 𝑝, 𝑟; 𝑠) 
であり、住宅用不動産の需要関数は、 






𝑥(𝑁 + 𝑁𝐹) = 𝑋 
住宅用不動産サービスの需給均衡条件 





























採用した芸術・文化指標は次の通りである。第 1 は、芸術・文化 1 施設あたりの面積（ハ
ード）や 1 展示会あたりの参加者数（ソフトの良さを表す）などから得られた芸術・文化














合成財を生産する企業は第 1 次産業、第 2 次産業、不動産業を除く第 3 次産業（以下、第 3
次産業とする）が存在し、いずれも資本と労働力と中間投入財を使用して生産を行う。第𝑖産
業は式（3-1）の生産関数を持ち、利潤が最大になるように生産活動を行う。 
𝑋𝑖 + ?̅?𝑖 = 𝑏𝑖𝐾𝑖
𝛿𝑖𝑁𝑖
(𝛾𝑖+𝜇𝑖𝑆) + 𝑌?̅? 










































𝐿 + ?̅?𝐹 = 𝑏𝐹𝐾𝐹
𝛿𝐹𝑁𝐹
(𝛾𝐹+𝜇𝐹𝑆) + ?̅?𝐹 










𝑟(?̅?𝐹 + 𝐿 − ?̅?𝐹) 
である。なお、添え字𝐹は不動産業を表す。 
 家計は、コブ＝ダグラス型効用関数を持ち、式（3-9）のように効用関数を特定化した。 




























𝑤 + 𝑐 = ∑ 𝑝𝑖𝑥𝑖
𝑖






(𝑤 + 𝑐 − ?̅?) 








𝑥𝑖(∑ 𝑁𝑖𝑖 + 𝑁𝐹) + ?̅?𝑖 = 𝑋𝑖 + ?̅?𝑖  
住宅サービスの需給均衡条件 
𝑙(∑ 𝑁𝑖𝑖 + 𝑁𝐹) + ?̅?𝐹 = 𝐿 + ?̅?𝐹  
労働の需給均衡条件 
∑ 𝑁𝑖𝑖 + 𝑁𝐹 = ?̅? 
資本の需給均衡条件 










































(𝑤 + 𝑐 − ?̅?)
= 𝛼𝐹 + 𝛽𝑆 
したがって、本章では以下の手順で仮想均衡解のパラメータを推定する。 
 
















 以上の手順から、芸術・文化要因を第Ⅳ章の質 1、質 2、量として重回帰分析を行った7。
得られた結果は表５－１であり、質 1 は不動産業における労働パラメータが有意であるこ
とから、芸術・文化の質がパラメータを上昇させることを意味する。質 2 は第 2 次産業や
第 3 次産業の労働パラメータが有意であったことから入館者数が多く、ソフトが充実して









注１）括弧内の数値は t 値を表し、*は 10%、**は 1%水準で有意であることを示す。 
注２）第 1 次産業は、全て有意ではない。 
 
                                                   
7 芸術・文化指標は主成分得点であるため負の値が存在するが、芸術・文化の変更をわかりやす





























(𝑤𝑗 + 𝑐𝑗 − ?̅?𝑗)



















3.4 シミュレーション分析  
 生産関数、効用関数のパラメータに影響する政策変数を現状から少しずつ変化させ、そ
れにともなう均衡解と効用の変化に着目する。大阪府の現状の均衡解では、家計の消費額
は、第 1 次産業が約 2,539 億円、第 2 次産業が約 4 兆 690 億円、不動産業が約 4 兆 3,685
億円、第 3 次産業が約 12 兆 1,222 億円、そして全産業の消費額は約 20 兆 8,136 億円であ
り、この時の実質 GRP（府内総生産）は 38 兆 2,987 億円である8,9。このような経済状態に
おいて家計は 754.02 の効用を得ることができる10。 
今、大阪府の芸術・文化要因である質 2 が現状から 10%上昇したとする。質 2 の上昇は、
第 2 次産業、第 3 次産業の企業活動に影響を与え、第 2 次産業、第 3 次産業の消費量、生





ここで各芸術・文化要因（質 1、質 2、量）の現行水準を 1 とし、その水準を変化させる
と、価格の影響を取り除いた大阪府の経済状態（実質 GRP）は図５－２のように変化する13。
質 2 の改善によって実質 GRP が増加するのは、賃金と資本価格が上昇し、家計の所得増加
によって財の消費量が増加するためだと考えられる。量の充実は、不動産業の生産量を増 




9  他の基準均衡解は付表５－１を参照。 
10 均衡解や効用水準は、応用一般均衡分析が可能である GAMS を使用し推定する。 


















いて得られる家計の効用は 754.02 であるが、質 2 を現行の 1.1 倍に引き上げると、第 2 次







文化の水準を変更した場合の金銭換算した効用の変化を示している。質 2 が現行の 1.1 倍に
                                                   
14 量が 10%上昇した場合、約 0.82%（1,727 億円）だけ上昇する。 








引き上げられた場合、全世帯の効用は約 6,144 億円だけ増加し、1.2 倍に引き上げるとさら
に約 6,215 億円だけ増加する。また、量を現行の 1.1 倍に増やすと全世帯の効用は約 7,103






















より 10%充実させることで全世帯の効用は約 6,144 億円増加し、大阪府民が芸術・文化事
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第 120 号。 






























第１次産業 第２次産業 不動産業 第３次産業
労働投入額 1.87 536.39 24.81 1534.70
資本投入額 2.44 229.03 376.63 872.92
その他 55.35 2950.30 141.88 2418.98
合計 59.66 3715.72 543.32 4826.59
第１次産業 第２次産業 不動産業 第３次産業
家計消費額 25.39 406.90 436.85 1212.22
その他 34.27 3308.81 106.47 3614.37




















注 3）平成 23 年度は東日本大震災の影響により実務上集計が不可能であったため、岩手県及び
福島県の一部市町村においては形式上平成 21 年度の数字を計上。 






















要因を検証した。その結果、神戸市立博物館の WTP の中央値は 4,920 円であり、直接利用
価値に加えて遺贈価値、代位価値が WTP を大きくしていることが明らかになった。また、
WTP を用いて神戸市立博物館について費用・便益分析を行った結果、便益・費用比率は
1.193 から 1.784 の範囲であった。以上の分析から得られた政策的意味合いは次の通りであ
る。 
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